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１．はじめに 

 2020 年，新型コロナウイルス感染症が猛威を振る

っている．2021 年 1 月 14日時点で，感染者数は世界

において累計 92,264,451 人，日本において累計

297,315人の大きな感染被害をもたらしている 1)．我

が国では，感染拡大を防ぐため，一部の都道府県を

除き 4 月 16 日から 5 月 14 日まで緊急事態宣言が出

された．その間は，不要不急の外出の自粛が求めら

れ，人の動きが大幅に制限された結果，第 3 次産業

活動を中心に大きな影響が生じた．それが，GDP を

年換算で 42兆円減少させた 2) ． 

 その損失を回復させるため，7 月 22 日から官民一

体型の消費喚起キャンペーンとして「GoToトラベル

キャンペーン」が行われた．これは旅行を促すこと

で，経済の好循環を創出しようとしたものである．

しかし，冬の気温が低下する時期になると再び感染

が拡大した．政府としては，GoTo トラベルの停止に

よる経済への影響を懸念したものの，12 月 28日から

全国的に一時停止することを決定した．さらに，1

月 8 日には，一都三県に緊急事態宣言が再び出され

た．このように，政府の感染対策は混乱しているよ

うに思われる． 

 そこで，本研究では，感染による被害と経済的影

響の両方を考慮に入れた場合に，適正な政策とは何

かを明らかにすることを目的とする． 

 

２．移動に対する課徴金政策の有効性  

 経済と被害のバランスという観点では，Pigou3) 4) 

の提唱したピグー税が有効とされる．ピグー税は外

部不経済を内部化するための手段である．市場に任

せておくと，生産時に環境悪化を招く財・サービス

がもたらす環境被害費用が市場では評価されないた

め，過大な生産や消費がなされる．これに対し，生

産費用に外部不経済的費用を付加し，市場価格を引

き上げることで生産量が抑制できる．そのとき，外

部不経済的費用も考慮した純社会的余剰が最大化さ

れるという意味で，経済と被害との最適なバランス

を達成できるとされる． 

 今回の新型コロナウイルス感染症は，必ずしも環

境被害ではないものの，人が移動して第三者に被害

をもたらす構造は外部不経済の問題と考えることが

できる．本研究では，このピグー税の考え方を基に，

外出自粛や GoTo キャンペーンなどの感染症対策の

評価を行い比較分析する． 

 

３．SCGEモデルを用いた推計 

 本研究では，感染症対策の経済的影響を把握する

ため SCGE モデル 5) を用いた評価を行う．SCGE モ

デルは地域間の交通整備評価に適応されてきた．こ

こでは，貨物交通だけでなく旅客交通も考慮されて

いる．また，交通機関も鉄道，道路(バス，タクシー

等)，自家輸送，航空，水運が考慮されている． 

 本研究では，①外出自粛，②GoToトラベル，③ピ

グー税的課徴金導入の三つの感染症対策を対象とす

る．①では，外出自粛により減少した旅客運輸生産

量が経済に与える影響を推計する．②では，GoTo ト

ラベルの事業予算 2.7兆円を，旅客運輸に対して補助

することで，旅客需要が増加し，それによる人の動

きの活性化が経済に与える影響を推計する．③は，

２．で説明したピグー税的課徴金の水準を導出し，

その課徴金の導入による旅客運輸の需要減少がもた

らす経済への影響を推計する．その際課徴金は，旅

客運輸企業に課されている間接税に賦課されるもの

とした．なお，以上の感染症対策の経済的影響を図

示したものが図-1 である． 

 

４．外出自粛の政策評価 

 外出自粛は，実際に 2020 年 4 月～5月に実施され 
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たものの影響を基に評価する．そのとき，鉄道旅客，

道路旅客，航空旅客の生産量はそれぞれ43.7%，58.5%，

94.6%減少したとされる 6) ．また，自家旅客はNEXCO

東日本のデータ 7) より 29.6%の減少とした． 

SCGE モデルにて各旅客運輸の生産減が結果とし

て計算されるように間接税水準を決定し，経済的影

響を評価した．その結果，便益は年間で 25.23兆円の

経済損失となった．内，商業における影響は 3.4 兆円

/年となっている． 

 

５．GoToトラベルの政策評価  

 GoTo トラベルは，その事業予算 2.7 兆円が旅客運

輸企業に補助として支給されるものとした．これを

SCGEモデルにより推計すると，年間で 4638億円の

経済損失となった．なお，ここでは事業予算の 2.7

兆円は別途，税にて国民から徴収されるとしている．

そのため，経済損失が発生したものと考えられる．

GoToトラベルにより，鉄道，道路，自家旅客生産量

はそれぞれ 4.1%，3.8%，3.5%増加する結果になった． 

 

６．ピグー税的課徴金導入の政策検討  

 最後に，感染拡大防止と経済の最適バランスを達

成するための政策提案を行う．経済モデルを用いて

いる点と，旅客運輸生産が人の移動を表すとの前提

で分析を行っている点には留意されたい． 

 2021 年 1 月 12 日時点で，全国の感染者数は 298，

172 人 1) であり，医療費が一人あたり 50万円とする

と，外部不経済は 1490 億 8600 万円になる．これに

対するピグー税的課徴金水準を導出すると，0.00285

になった．SCGE モデルによる計算の結果，便益は

年間で 6億円と推計された．鉄道旅客の生産は-0.24%，

道路旅客は-0.22%，自家旅客は-0.2%，航空旅客は±

0%となった．これらの交通生産量の減少は，人の動

きの減少であり，新型コロナ感染者数の減少を意味

する． 

 

７．まとめ  

 外出自粛，GoTo トラベル，ピグー税的課徴金と三

つの政策の比較分析を行った．三つの政策を比較す

ると，外出自粛の経済損失が 25.23 兆円/年と最も大

きくなったことから，外出自粛が社会に与える影響

は大きいと言える．また，GoToトラベルとピグー税

的課徴金の推計値には検討すべき点が見られるが，

経済的な損失が最も少なく，人々の移動を抑制でき

ていることから，ピグー税的課徴金は効果的な政策

であると言える． 

 今後は，地域ごとに感染者数が異なることを考慮

し，SCGE モデルを用いて推計を行うとともに，便

益計測だけでなく，政策による，商業や対個人サー

ビスの生産量変化を示し，どの分野がどの程度の影

響を経済に及ぼすか明らかにしていく． 
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図-1 感染症対策の経済的影響 
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